
報告事項：第２号 

平成29年度事業計画の件 

わが国の景気は、昨年来、全体としてみると「緩やかな回復」を継続しているようですが、

トランプ大統領の政策運営、イギリスのＥＵ離脱の影響、中国の経済成長の鈍化、という世界

経済の行方を左右する３大不確実要素が景気先行きの不透明感を強めています。そのため、

企業資金、雇用環境、原油安定など幾つかの好要素があっても、設備投資や賃上げには躊躇感

が漂い、消費の低迷から抜け出すのは容易ではないようです。 

京都の不動産・住宅産業界においては、インバウンドを背景に京都市中心部でホテル、ゲスト

ハウスなどが建設ラッシュとなり、ミニバブルの様相を呈していますが、地方部では厳しい

状況が続いています。地方創生政策、とりわけ空き家対策及び既存住宅流通市場の活性化施策

の具体化と、その事業効果に大きな期待がかかります。 

このような状況の下、本会は「公益社団法人」としての５年間の活動が一定の評価を受け、

行政から施策の検討や実施のパートナーとして意見や協力を求められる機会が増えました。

また、公益社団法人として一層の活動と機能の充実を図るためには、協会運営面での工夫と

見直し、そのための方針決定も必要となります。このため、昨年夏に「京宅研究所」を設立した

ところであり、空き家対策や民泊、業務IT化など様々な課題について、ワーキングチーム(ＷＴ)

による検討が行われ、数々の提案が得られています。 

今期も引き続き、迅速・柔軟・的確をモットーに、文化庁移転対応、インスペクション対応、

ホームページのリニューアルなどをテーマとしてＷＴの活動を展開し、その成果を漸次実行に

移してまいります。 

勿論、本会は、空き家対策・移住促進施策等での自治体との連携など公益目的３事業を中心

に活動を推進してまいりますが、同時に、会員の生業につながる仕組みづくり・環境づくりにも

取り組んでまいります。 

そのため、「業態別交流部会」について、期初から具体化を進めます。新築・既存住宅・賃貸

という大きなくくりの３つの交流部会を設置するもので、業態ごとの専門性に応じた研修会、

情報交換会などの開催、特化した議論を通じた行政等へ要望すべきテーマの集約など、会員の

ニーズを反映した活動により、効果的な会員支援を実現してまいります。 

協会運営においては、新入会員数の微増があるものの楽観を許さない財務状況を見据え、

引き続き新入会員の確保に知恵を絞るとともに、メール活用の推進、ＦＡＱ(よくある質問)の

作成など事務の効率化を図りながら、コンパクトな事務局体制での円滑な会務運営と健全な

財務運営に努めてまいります。 

以上を踏まえ、本年度の重点事業並びに各委員会事業を下記のとおり推進してまいります。 
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記 

［重点事業計画］ 

【公益目的事業】 

１．不動産に関する調査研究・情報提供事業 ＜公益目的事業１＞ 

 不動産に関する調査研究・政策提言事業 

 不動産に関する情報提供事業 

２．不動産取引に係る教育研修・人材育成事業 ＜公益目的事業２＞ 

 宅建業者を対象とした教育研修・人材育成事業(研修会の実施等) 

 宅建業従事者等への教育研修制度の周知 

 宅地建物取引士等を対象とした教育研修・人材育成事業(宅地建物取引士法定講習・

試験等) 

３．不動産取引等啓発事業 ＜公益目的事業３＞ 

 一般消費者への啓発事業 

 社会貢献事業 

【共益事業】 

１．会員業務支援事業(賃貸管理業務、全宅住宅ローン事業、総代理店制度等の周知、研修

業務) 

２．協会・ハトマークＰＲ業務 

３．会員親睦・福利厚生事業(各種会員親睦大会の開催等) 

４．会員交流事業(業態別交流部会・属性部会) 

【法人管理会計】(法人管理事務) 

１．法人の管理・運営業務(会員増強、入会促進、入会審査、新入会員等義務研修、会員情報

管理、免許更新指導、定款等諸規程等整備、総会及び理事会等開催業務等) 

２．財務処理業務(監査業務含む) 

３．協会組織(事務局体制含む)の整備及び事業の検討業務 

４．本部・支部連絡調整業務 

５．協会ホームページのリニューアル 

［各委員会等事業計画］ 

Ⅰ．情報提供委員会・・・・不動産に関する調査研究・情報提供事業(公益目的事業１) 

＜地域政策推進＞ 

１．不動産広告表示実態調査業務 

２．「不動産の表示規約及び同景品規約」の周知・指導を目的とする研修会の開催 

３．不動産に関する調査研究・政策提言事業 

４．行政、近畿圏不動産流通活性化協議会等への協力 
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＜広報・流通＞ 

１．広報誌の発行 

２．協会ホームページの運営 

３．(公社)近畿圏不動産流通機構のサブセンターとしての諸施策の推進 

４．不動産統合サイト事業の推進 

５．不動産流通センター業務規則及び倫理規程等の取引に係る違反会員への審査請求が

あった場合の厳正かつ公正な審査 

６．倫理綱領・倫理規程等の違反に対する措置(組織運営委員会と合同) 

Ⅱ．人材育成委員会・・・・不動産取引に係る教育研修･人材育成事業(公益目的事業２) 

＜専門研修・啓発＞ 

１．宅建業者を対象とした教育研修会・人材育成事業の実施(保証協会京都本部と共催) 

２．宅建業従事者等への教育研修制度の周知 

３．関係法令の改正に伴う重要事項説明書等の改訂及び改善に関する調査・研究 

＜委託業務＞ 

● 宅地建物取引士試験 

１．宅地建物取引士資格試験の運営 

● 宅地建物取引士講習 

１．宅地建物取引士法定講習会の実施 

２．「宅地建物取引士証」の交付業務の実施 

● 免許更新申請等受付 

１．宅建業免許更新申請・変更届出及び宅地建物取引士資格登録・変更登録申請に係る

受付業務等の実施並びに申請者に対する指導 

Ⅲ．社会貢献委員会・・・・不動産取引等啓発事業(公益目的事業３) 

＜不動産相談＞ 

１．宅地・建物の取引及び建築・関係法令に関する相談の実施(苦情解決・研修業務委員会

と合同) 

【本部】毎週、火曜日・金曜日  【北部】毎月、第１・第３火曜日 

２．保証協会社員との間における宅地建物取引により生じた債権に関する相談案件の苦情

解決・研修業務委員会への送致 

３．役員研修会の実施(苦情解決・研修業務委員会と合同) 

４．不動産無料相談所の強化及び整備充実 

【ガレリア亀岡(第五支部)】第３土曜日  【福知山市役所(第七支部)】第２火曜日 

【長岡京市役所(第五支部)】第３火曜日(偶数月) 
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＜地域活性＞ 

１．一般消費者への啓発及び社会貢献活動 

Ⅳ．業務サポート委員会・・・・会員業務支援事業(共益事業) 

＜会員周知・部会担当＞ 

１．会員サポート事業の会員周知及び利用促進 

２．協会・ハトマークＰＲ業務 

３．実務における知識・技術の向上を目的とした実務セミナーの実施 

４．広報誌の発行 

５．協会ホームページの運営 

６．会員の業務相談の実施 

７．会員対象「法律相談」(顧問弁護士)の実施 

８．関係他団体との連携 

９．京宅協有功会の行事及び予算管理 

10．青年部会の行事及び予算管理 

11．女性部会の行事及び予算管理 

12．(一社)全国賃貸不動産管理業協会京都支部(全宅管理)事業の合同実施 

13．本部球技大会(ソフトボール・ゴルフ)の行事及び予算管理 

14．支部での情報交換会の行事及び予算管理 

15．業態別交流部会の行事及び予算管理 

16．その他、会員対象の実務サポート事業全般 

Ⅴ．組織運営委員会・・・・会務の総合管理・運営業務(法人管理会計) 

＜総務部門＞ 

１．支部運営に関する業務 

２．新入会員及び新任代表者に対する義務研修会の実施 

３．定款等諸規程の整備及び作成 

４．入会案内リーフレットの作成 

５．会員名簿貼付用「新入会員シール」の作成 

６．新入会員増強の推進 

７．定時総会の会務運営 

８．研修会の実施(財務部門と合同) 

９．会館の補修並びに維持管理 

10．役員傷害保険業務 

11．京都府及び関連団体との連絡協議会の開催(必要の都度開催) 

12．協会ホームページのリニューアル 
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＜財務部門＞ 

１．収支予算執行及び金銭執行並びに在庫管理 

２．財政計画の検討並びに収支予算案の作成 

３．会費「自動引き落とし(口座振替)」の促進 

４．会費徴収及び徴収不能会員に対する整理と処分手続の推進 

５．保証協会会費徴収への協力 

６．研修会の実施(総務部門と合同) 

７．会館建設借入金返還に関する残務処理 

＜入会審査＞ 

１．入会申込者の資格審査(定例審査及び随時審査) 

２．免許更新審査(免許更新該当会員に対する審査) 

３．入会審査基準の再検討 

４．会員の懲戒に関する業務 

５．会員間の取引に関する紛争の調停 

６．倫理綱領・倫理規程等の違反に対する措置(情報提供委員会と合同) 

７．新入会員増強の推進(総務部門に協力) 

８．入会申込書・免許申請書ダウンロードシステムの整備 

＜開業支援センター＞ 

１．宅建業新規開業・協会入会手続き及び宅建業免許更新・変更届出申請の補助業務 

Ⅵ．京宅諮問会議(法人管理会計) 

１．会長よりの諮問に対する審議(政策提言書(案)の作成等)

Ⅶ．京宅研究所(法人管理会計) 

１．特定の検討テーマについて議論(検討内容を実践的提案として報告)

Ⅷ．各支部事業 

【公益目的事業】 

１．宅建業者を対象としたハトマーク研修会の実施 

２．社会貢献事業(環境美化活動、行政主催の各種行事イベントへの参画等) 

【共益事業】 

１．会員親睦・福利厚生事業 

【法人管理会計】(法人管理事務) 

１．支部の管理・運営業務 

 各種役員会の開催 

 支部会員への広報業務(ホームページ・支部だより) 

２．会費徴収業務 

３．入会審査業務(免許更新審査を含む。) 

４．役員選出業務(評議員・理事・支部役員選出) 
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